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はじめに  

 

我が国が超高齢化社会を迎え、国際的な経済競争が厳しくなる中で、経済を

再生し、さらに持続的に発展させていくためには、経済社会活動全般の基盤で

あるとともに、今後とも重要な産業である ICT 分野が力強く成長し、市場と雇

用を創出していく必要がある。また、ICTが経済社会活動全般の基盤として国民

生活に深く浸透するとともに、IoT(Internet of Things:モノのインターネット)

の時代を迎える中で、経済社会活動や国民生活の安全・安心を守るため、急増

するサイバー攻撃等からネットワーク、情報・コンテンツや社会システムを守

る情報セキュリティ対策の強化が喫緊の課題となっている。 

情報通信審議会では、ICT分野におけるイノベーション創出の実現に向けた取

組として、平成 26 年 6 月に、「イノベーション創出実現に向けた情報通信技術

政策の在り方」を答申したところであるが、イノベーションのシーズを生み出

すための未来への投資として、基礎的・基盤的な研究開発についても着実に推

進していく必要がある。 

また、総務省が所管する、情報通信研究機構（NICT）は、平成 27 年 4月より、

研究開発成果の最大化を目的とした新たな「国立研究開発法人」に移行したが、

ICT 分野における我が国の研究開発等を一層強力にリードすることにより、ICT

産業の国際競争力の確保等に資することが期待されている。 

このような状況を踏まえ、総務省は、ICT分野において国、NICT 等が取り組

むべき重点研究開発分野・課題及び研究開発、成果展開等の推進方策の検討を

行い、NICTの次期中長期目標、次期科学技術基本計画の策定等に資するため、

平成 26年 12月に、平成 28年度からの 5年間を目途とした「新たな情報通信技

術戦略の在り方」について情報通信審議会に諮問した。これを受けて、情報通

信技術分科会に、技術戦略委員会が設置され、これまで検討が進められてきた

ところである。 

本中間答申は、これまでの検討結果を踏まえ、新たな情報通信技術戦略の方

向、重点研究開発分野及び重点研究開発課題、研究開発等の推進方策について、

中間的に取りまとめるものである。なお、具体的な施策の推進方策等、引き続

き議論すべき事項については、本中間答申の取りまとめ後に引き続き検討を進

めることとする。 
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的確に捉えたビジネスモデルをいち早く構築していく必要がある。そのために

は世界最先端の ICT を確立するとともに、国・NICT による研究開発成果を早期

にテストベッドとして外部に開放し、様々な分野・業界との協業を図りつつ、

生産やサービスの効率的なトライアルが可能な実証基盤とすることで産業競争

力を強化していく必要がある。 

また、社会経済活動が複雑化し、超高齢化社会が進展していく中で、ユニバ

ーサルデザインのように、高齢者、障がい者、子供も含め、あらゆる人がユニ

バーサルにサイバー空間を活用できるようにすることで、それと連携させて実

空間で活力ある社会を目指すことが重要である。さらに、人工知能を活用し、

人間の趣味・嗜好、感情、感性まで理解してロボット等によるきめ細やかなサ

ービスの提供を目指すことにより、広範な分野での価値創造が期待される。 

したがって、上記のような我が国が技術的優位性を有する技術も参考にして、

社会経済活動における生産性向上や新たな価値創造を図るという観点から、新

たに重点研究開発分野、重点研究開発課題を整理することとする。これらの技

術の研究開発と多様なプレーヤーが参加可能な実証実験を一体的に推進するこ

とで、ニーズにマッチした ICT システム、ビジネスモデルの早期の開発、社会

実装、市場展開を図ることで、我が国の ICT 産業の国際競争力を強化していく

ことが必要である。 

 

 
図 1-10  ICT 分野において我が国が技術的優位性を有する技術（例） 

 
（注）本図表に示す技術分野及び技術的優位性は、1.6 における一例として示したものであり、ICT 分野における我

が国の技術的優位性を有する技術はこれらに限られるものではない。 

  

技術（例） 我が国が有する技術的優位性（一例）

センサー技術 日本は世界有数のセンサー大国
• 世界のセンサーの１／４が日本で使われていると言われている。
• CMOS画像センサーでは、我が国企業が世界シェアの首位。

レーダー技術 フェーズドアレイレーダーは、民生用として世界初の実用機を開発
• 世界で最短の観測周期で全空間を実際に観測できる技術を有する。

光通信技術 日本の光通信技術は世界最高レベル
• 伝送容量は世界最高速。
• 大容量マルチコアファイバ伝送技術では、世界一のファイバ製造技術と要素技術を持つ。
• 100Gbpsのデジタル信号処理（DSP）回路を世界に先駆けて実用化。世界で大きなシェアを獲得。
• 2016年製品化予定の400Gチップも伝送距離、駆動電圧等で世界最高性能となる見込み。

ネットワーク仮想化
技術（ＳＤＮ）

ネットワーク仮想化技術の開発・製品化で欧米をリード
• オープン・ソース・ソフトウェア（OSS）用スイッチはOSS用では世界最高レベルの高速処理性能。
• マルチレイヤ、マルチネットワーク、マルチドメインに対応した世界初のOSS用コントローラを実用化。

映像技術 超臨場感・超高精細度映像技術、画像認識技術で世界をリード
• 超臨場感映像技術について、動く物体への高速マッピング等を可能とする次世代プロジェクション

マッピングの開発において世界をリード
• 4K/8Kの映像フォーマットに対応した超高精細度テレビジョン放送（UHDTV）について、必要な技術

規格等の国際標準化や対応設備・機器の開発・ 展開等において世界をリード
• 米国国立標準技術研究（NIST）の顔認証の精度評価コンテストでは米、仏、独、中等の企業の中で、

2012年から３年連続世界１位を獲得。

ロボット技術 ネットワークロボット技術の標準化に関して、世界をリード
• 日本は産業用ロボット稼働台数について、世界シェア２３％で第１位（2013末時点）。
• ネットワークロボット技術については、世界に先駆けて、介護用ロボット車いすや会話用ロボット等に

幅広く利用可能な共通プラットフォームを開発。その実証事例に基づき、ネットワークプラットフォーム
技術に関して我が国が主導して国際電気通信連合（ITU-T）で国際標準化（2013年3月）。
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2.4 ソーシャル ICT 革命を推進するために必要な技術分野 

2.1 で述べた世界最先端の「社会全体の ICT 化」（「ソーシャル ICT 革命」）を

推進するためには、次のような最先端の ICTの対応能力（Power）が必要であり、

それを実現する基礎的・基盤的技術の研究開発に重点的に取り組むことが必要

である。 

 

(1) 社会を観る能力（Power） 

「社会を観る」能力として、多様なモノや環境に導入された IoT デバイスに

より広範なデータ収集を行うことを可能とするセンサーネットワーク技術や、

地球規模の広域まで超高分解能で社会・環境を見守ることができる電磁波セン

シング技術等の「センシング＆データ取得基盤分野」の技術が重要になる。 

 

(2) 社会を繋ぐ能力（Power） 

「社会を繋ぐ」能力として、2020年代には現在の 1000倍以上の通信量が見込

まれている中で、膨大な数の IoT デバイス等からのネットワークへの接続要求

に応えるとともに、ICTシステムのリアルタイム制御を行うために情報伝達遅延

を最小化した革新的なネットワーク等の「統合 ICT 基盤分野」の技術が重要に

なる。 

 

(3) 社会（価値）を創る能力（Power） 

「社会（価値）を創る」能力として、膨大な情報をもとに、人工知能も活用

したビッグデータ解析により新しい知識や価値を創造するとともに、それらを

人に優しく、あらゆる人に最適な形で提供することを可能とする、ユニバーサ

ルコミュニケーション技術（自動翻訳等）、アクチュエーション技術（ロボット

制御等）、感動・臨場感をリアルに伝える超臨場感映像技術等のような「データ利

活用基盤分野」の技術が重要になる。 

 

(4) 社会（生命・財産・情報）を守る能力（Power） 

「社会（生命・財産・情報）を守る」能力として、ネットワークやその中を

流通する情報・コンテンツを急増するサイバー攻撃等から守る「情報セキュリ

ティ分野」や、国民の生命・財産を守るために災害に強い ICT を実現する「耐

災害 ICT基盤分野」の技術が重要になる。 

 

(5) 未来を拓く能力（Power） 

「未来を拓く」能力として、将来のイノベーションのシーズを育てる抜本的

なブレークスルーにつながる先端的な基盤技術を創出する「フロンティア研究

分野」が重要になる。 

 

 

2.5 ソーシャル ICT 革命推進に向けた重点研究開発分野 

2.4において、ソーシャル ICT革命推進に向け ICTに必要とされる能力と、そ

の実現のために重要となる技術分野について述べた。これらの技術分野につい

て、ソーシャル ICT 革命推進に向けた今後５年間の重点研究開発分野と位置づ

けるものとする。 
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必要とされる能力 技術分野 

社会を「観る」 センシング＆データ取得基盤分野 

社会を「繋ぐ」 統合 ICT基盤分野 

社会（価値）を「創る」 データ利活用基盤分野 

社会（情報・財産・情報）

を「守る」 
情報セキュリティ分野、耐災害 ICT基盤分野 

未来を「拓く」 フロンティア研究分野 
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(2)  国際標準化が必須であり、技術が確立しても利用できる保証がない技術 
－ 国際的に複数の者が同じ規格の技術を利用しなければならないため、技術が

完成するだけでなく、国際標準も獲得しなければ製品化に結びつかない技術の

うち、大きな投資が必要なもの 

 

(3)  国の必要性を踏まえて開発する技術であり、かつ共通的な技術 
－ 国自らが利用を必要としており、かつそのニーズが民間におけるニーズより

も先進的なものや、国が定める戦略の実現のため民間におけるニーズよりも高

度な技術を確立することが求められるもの 

 

(4)  日本の強みを活かせる新たなビジネス領域の開拓につながる技術 
－ 我が国に強みがある領域の優位性を維持し、またその優位性を活かしてビジ

ネス領域の開拓が期待できるもの 

 

(5)  国の存立を確保するために我が国として維持すべき技術 
－ 幅広い側面からの安全・安心の確保等、我が国を支える基盤として維持すべ

きもの 

 

(6)  持続的成長や社会発展への寄与等、様々な分野への波及効果の高い技術 
－ その実現によって我が国の持続的成長や社会発展に大きく寄与することが期

待される等、幅広い分野への高い波及効果が見込まれるもの 

 

(7)  多様なシーズを育てることが必要な技術 
－ 新たな技術の登場が破壊的イノベーションや直面する社会課題の解決につな

がる可能性を秘める一方で、どのようなものがイノベーション実現に貢献する

か全く予測できないもの 

 

(8)  その他（開発者が受益することが困難な技術、国の資源の利用効率化に

つながる技術等） 
－ 当該技術の普及には技術自体を極めて低廉に提供する必要が生じることが想

定されるため、経済合理性の観点からの研究開発が進まないものや、電波のよ

うに国の管理する限りある資源について未利用資源の利用可能化や利用効率向

上につながるもの 

 

 

3.2.2 各分野における主要な重点研究開発課題 

国、NICTが主導して研究開発を推進すべき技術として、3.2.1に示した(1)か

ら(8)までのいずれか、あるいは複数に該当するものであって、1.3 に示した我

が国が世界的に強みを有する技術等を勘案しつつ、2.3 に示した世界最先端の

ICTによる新たな価値創造（未来社会）の実現の観点からも検討し、各重点研究

開発分野における重点研究開発課題を整理した。 

それらのうち、主要な重点研究開発課題を例示すると次のとおりである。 
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重点研究開発分野 主要な重点研究開発課題 

(1) センシング＆データ取

得基盤分野 

① センサーネットワーク技術、センサー・ソーシャルデータ 

取得・解析技術 

② リモートセンシング技術 

（地上レーダー、航空機・衛星搭載レーダー等） 

(2) 統合 ICT基盤分野 

① フォトニックネットワークシステム基盤技術 

② 新たな IoT時代に対応した最先端 ICT ネットワーク基盤技術 

③ 衛星通信技術 

（グローバル光衛星通信ネットワーク基盤技術、宇宙・海洋ブロード

バンド衛星通信ネットワーク基盤技術） 

④ 協調統合型ワイヤレス技術 

(3) データ利活用基盤分野 

① 音声翻訳・対話システムの多言語化、多分野化、高精度化 

② 社会知解析技術 

③ スマートネットワークロボット技術 

(4) 情報セキュリティ分野 ① 未来型サイバーセキュリティ技術 

(5) 耐災害 ICT 基盤分野 ① 耐災害・被害軽減に関連する ICT基盤技術 

(6) フロンティア研究分野 
① 量子 ICT 

② 脳情報通信技術 

 

上に例示した主要な重点研究開発課題について、その概要は次のとおり。 

 

(1) センシング＆データ取得基盤分野 

① センサーネットワーク技術、センサー・ソーシャルデータ取得・解析技術 

膨大な情報を超低消費電力で高効率に収集できる広域対応型の次世代セン

サーネットワーク技術を確立するとともに、センサーネットワークから取得

した多種多様な情報から空間構造・意味を解析して対象を的確に認識する技

術や、それらの情報をインターネット上から取得したソーシャルデータと統

合して、分析・検索・可視化するためのデータ利活用基盤技術等を実現する。 

これらにより、2020年までに、「社会を観る」ための高効率なセンサーネッ

トワークの普及や、例えば「ロボットの目」としても利用可能な画像データ

等を含むセンサーデータ利活用基盤の実用化・普及を図ることで、物理空間

のあらゆる情報を円滑にセンサーで収集することのできる世界最先端の ICT

利活用基盤を実現する。（図 3-3） 
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3.2.4 各重点研究開発課題の概要 

各重点研究開発分野における重点研究開発課題等とその概要は次のとおり

である。 

なお、それぞれの重点研究開発課題ごとに、今後の時間軸に沿って具体的

な取組方針を明示しつつ、目指すべき具体的な成果目標（アウトカム）等を

含めて整理した工程表は参考資料１のとおりである。 

 

 Ⅰ. センシング＆データ取得基盤分野  

 

(1) センサーネットワーク技術 
重点研究開発課題 概要 

① 次世代センサーネット

ワーク技術（環境融和型

ワイヤレス）の研究開発 

センシングデータ取得における周波数利用効率・エネル

ギー効率の更なる向上のため、センサー端末自らが利用環

境・応用形態を認識し、最適な通信プロファイルを選択・

実行するワイヤレスメッシュネットワーク（環境融和型ワ

イヤレス）技術を確立する。 

② バッテリー不要なセン

サーのネットワーク化

に関する研究開発 

エネルギーハーベスティングやパッシブデバイスを組み

合わせることで、バッテリー不要で半永久的に駆動可能な

センサーをネットワーク化するための無線端末構成技術、

多様な無線方式で長期間（数十年間）・広域で利用される端

末を柔軟に収容することのできるフレキシブルゲートウエ

イ技術等を確立する。 

 

(2) リモートセンシング技術 
重点研究開発課題 概要 

① 地上レーダー技術の研

究開発 

ゲリラ豪雨等の突発的な災害の発生予測精度向上に資す

るため、マルチパラメータ（MP）フェーズドアレイレーダ

ー、地デジ放送波を利用した水蒸気量推定技術、パッシブ

レーダー等のリモートセンシング技術を確立するととも

に、関連信号処理技術の高度化を図る。また、ドップラー

ライダー等、他のリモートセンシング技術との融合観測に

よって、災害情報の迅速な提供等に資する新たな知見の開

拓を目指す。 

② 航空機搭載合成開口レ

ーダー（SAR）技術の研

究開発 

地震・火山噴火等の災害発生時に、より詳細な状況把握

を可能とするため、現在の航空機搭載 SAR（Pi-SAR2）を超

える空間分解能を有する次世代航空機搭載 SAR 技術及び高

度解析等の情報抽出技術を確立する。 

③ 衛星搭載レーダー技術

の研究開発 

地球規模の観測による温暖化・水循環メカニズム等の解

明に寄与するため、 GPM 衛星搭載降水レーダー及び

EarthCARE 衛星搭載雲レーダーに係る観測データ処理アル

ゴリズムの開発・改良等を行い、高精度な降水・雲観測技

術を確立する。 

④ テラヘルツ帯センシン

グ技術の研究開発 

これまで観測できなかった上空の中層大気に存在する物

質や気温・風等を高精度に観測可能とするため、テラヘル

ツ帯高感度ヘテロダイン受信機の開発や広帯域化により、

衛星搭載用テラヘルツリムサウンダ等、新たな気象・環境

センサーの開発に寄与するテラヘルツ帯センシング技術を
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確立する。 

⑤ 光アクティブセンシン

グ技術の研究開発 

大型台風の進路予測精度の向上等に資するため、高出力

パルスレーザー等を開発し、上空の三次元風観測を実現す

る衛星搭載ドップラー風ライダー等の新たな気象・環境計

測センサーの開発に寄与する光センシング技術を確立す

る。 

 

(3) 非破壊センシング・イメージング技術 
重点研究開発課題 概要 

① 非破壊センシングの実

用化に向けた研究開発 

効率的かつ確実なインフラ維持管理に資するため、 維持

管理対象物（建造物等）の材質・構造等に基づく最適な非

破壊センシング・イメージング技術（周波数帯の選定を含

む）を開発するとともに、実証を通じて開発技術の実用化

を図る。 

 

(4) 宇宙環境計測技術 
重点研究開発課題 概要 

① 電離圏観測・シミュレ

ーションに関する研究

開発 

航空運用等の電波インフラの安定利用に資するリアルタ

イムシステムの構築に向けて、電離圏電子密度の鉛直プロ

ファイル自動導出技術等を開発し、大気圏・電離圏統合全

球モデルを用いた予測に係る基盤技術を開発する。 

② 磁気圏観測・シミュレ

ーションに関する研究

開発 

人工衛星の安定運用に資するリアルタイムシステムの構

築に向けて、磁気圏シミュレータの高度化及び衛星観測デ

ータによる放射線帯モデルを開発し、観測データを有機的

に取り込んだ磁気圏モデルのプロトタイプを開発する。 

③ 太陽・太陽風観測・シ

ミュレーションに関す

る研究開発 

電波観測・太陽風シミュレーションによる高精度早期警

報システムの構築に向けて、太陽活動モニタリングに資す

る電波観測システム、衛星観測データを活用した太陽風伝

搬モデル・シミュレータ等を開発する。 

 

(5) センサー・ソーシャルデータ取得・解析技術 
重点研究開発課題 概要 

① ソーシャル ICT 情報利

活用基盤に関する研究

開発 

スマートサービスと人との間でデータを共有し地域全体

で環境問題等を解決すべく、様々な IoT データを分野横断

的に統合・分析する技術、実世界のモノ・コト・知識を解

析・予測し行動制御するクラウドロボティクス技術、クラ

ウドを介したデバイスネットワークとソーシャルネットワ

ークの自律連携制御技術等を確立するとともに、コミュニ

ティが中心となってデータを集め集団的に分析するオープ

ンサイエンス基盤技術を確立する。 

② 空間構造解析・理解に

関する研究開発 

ロボットの目としての機能等を実現するため、画像や映

像から特定空間を対象として空間構造を記述し、空間構造

から空間意味解析を行うことにより各物体を認識する技術

等を確立する。 

 

 

 Ⅱ-1. 統合 ICT基盤分野（コア系） 
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(1) 最先端 ICTネットワーク基盤技術 
重点研究開発課題 概要 

①  新たなIoT時代に対応

した最先端 ICT ネット

ワーク基盤技術の研究

開発 

多種多様な社会システムで用いられる極めて膨大な数の

IoT デバイスからの情報をリアルタイムで収集して円滑に

流通させるとともに、ビッグデータ解析に基づきこれらを

最適制御するため、膨大なデータを高効率かつセキュアに

伝送し、社会システムのリアルタイムでの制御を可能とす

る革新的なネットワーク技術（AI 等も活用し、仮想化技術

にエッジコンピューティング技術等を組み合わせること

で、多数のユーザに対してネットワーク資源・機能をリア

ルタイムかつ最適に自動提供する技術）を確立する。 

② データセントリックな

ネットワーク技術等の

研究開発 

情報・コンテンツ指向型のネットワーキングやモノ間の

情報伝達を支えるネットワーキング等、新たなネットワー

クアーキテクチャを確立するとともに、下位レイヤまでを

含めたネットワークの効率的な資源管理・資源配分、多様

な通信環境に対する通信品質向上等を実現する新たな制御

技術やネットワークサイエンスを確立する。 

 

 (2) フォトニックネットワークシステム技術 

重点研究開発課題 概要 

① フォトニックネットワ

ークシステム基盤技術

に関する研究開発 

現在の 1000 倍のトラヒック増が想定される 5G 等のユー

ザサービスを収容する光基幹網等や、さらにその先の大容

量化にも対応するため、1入出力端子あたり 1Pbps級の交換

ノードを有するマルチコアネットワークシステムに関する

基盤技術、マルチコア/マルチモードオール光交換技術を確

立する。また、マルチコアファイバ用送受信機の小型化等

のため、高密度で高精度な送受信技術（パラレルフォトニ

クス）を確立するとともに、さらなる大容量伝送の実現に

向けて、世界に先駆けた空間スーパーモード伝送基盤技術

を確立する。 

②  光統合ネットワーク

実現に向けた研究開発 

光統合ネットワークの実現に向けて、400Gbps の再構成可

能光スイッチトランスポートネットワーク技術、さらに次

世代の 1Tbps装置の要素技術等を確立する。 

 

(3) 衛星通信技術 
重点研究開発課題 概要 

①  グローバル光衛星通

信ネットワーク基盤技

術の研究開発 

10Gbps 級の地上－衛星間光データ伝送を可能とする衛星

搭載機器の開発等、グローバル光衛星通信ネットワークの

実現に必要となる基盤技術を確立する。 

②  宇宙・海洋ブロードバ

ンド衛星通信ネットワ

ーク基盤技術の研究開

発 

100Mbps級の宇宙・海洋ブロードバンド衛星通信システム

を実現するため、次期技術試験衛星のための衛星通信シス

テム及び高機能地球局システムの基盤技術を確立する。 

 

(4) 極限環境通信技術 
重点研究開発課題 概要 

①  極限環境における通

信技術の研究開発 

これまでは通信が不可能な極限環境においても円滑な通

信を可能とするため、海洋資源の開拓等に資する海中通信、
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他惑星の観測映像等の高速伝送に資する深宇宙通信等に係

る基盤技術を確立する。 

 

 Ⅱ-2. 統合 ICT基盤分野（アクセス系） 

 

(1) 5G/Beyond5G に向けたモバイルネットワーク技術 
重点研究開発課題 概要 

① 無線通信の大幅な大容

量化・高速化を実現する

ための研究開発 

5G 時代に求められる多様なモバイルサービスやアプリケ

ーションを実現可能とするため、無線通信システムの大幅

な大容量化を実現する技術として、分散アンテナ技術、光

収容技術、システム間連携技術を、加えて、無線通信速度

の大幅な高速化を実現する技術として、低 SHF 帯／高 SHF

帯超多素子アンテナ技術、端末ディスカバリー技術を確立

する。 

② 協調統合型ワイヤレス

の研究開発 

単一システムによる高効率伝送の限界を突破するため、

異なる複数のシステム間に跨がる協調・統合により、モバ

イル網の更なる高効率伝送（同一通信量当たりの総消費電

力を 1/10へ低減）を実現する協調統合型ワイヤレスシステ

ムを確立する。 

③ 高信頼ワイヤレス伝送

技術の研究開発 

無人航空機を含むロボット群等の遠隔制御に適用可能な

高信頼ワイヤレス伝送を実現するため、要求される伝送遅

延条件を保証する通信技術を確立する。また、多様な環境

に適したワイヤレス伝送技術や干渉回避等の周波数共用技

術を確立する。 

④ 高度同期型分散ネット

ワーク技術の研究開発 

端末間での時刻同期精度を大幅に向上させるとともに、

災害発生時等に必要とされる端末規模（例えば 5000台以上）

を収容するグループ通信を実現するため、低消費電力化が

求められる端末に実装可能な、電波を利用した端末間の同

期型分散ネットワーク技術を確立する。 

⑤ 光モバイルアクセス及

び光コア融合ネットワ

ーク技術の研究開発 

消費電力の増大を抑制しつつ、伝送距離×収容ユーザ数

を現在比 100 倍以上とするため、超高速・極低消費電力の

光アクセス（固定、バックホール等）に係る基礎技術や、

超高速移動通信ネットワーク構成技術等を確立する。 

⑥ アクセス系に係る光基

盤技術の研究開発 

アクセス系光ファイバにおける送受信機小型化等を実現

するため、高密度で高精度な送受信技術（パラレルフォト

ニクス）を確立する。また、高速移動体に対して高速デー

タ伝送が可能な 100G アクセス技術や、広帯域 RF センシン

グ信号の一括光転送処理を実現する SoF（Sensor on Fiber）

技術を確立する。 

 

(2) ユーザの利用環境や要求を認識したネットワーク構築・制御技術 
重点研究開発課題 概要 

① ユーザ利用環境・要求

を認識したネットワー

ク自動構築制御技術の

研究開発 

少子高齢化により労働者人口が減少した場合にも、質・

量ともに世界最先端のネットワークインフラの提供に寄与

する自動化技術を実現するため、ユーザの利用環境や要求

をネットワーク側で認識し、ビッグデータ及び人工知能等

を活用したアクセス系ネットワーク資源・機能分配の自動

化に資する基盤技術を確立する。 
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 Ⅲ. データ利活用基盤分野  
 

 (1) 音声翻訳・対話システムの高度化 
重点研究開発課題 概要 

① 音声翻訳・対話システ

ムの多言語化、多分野

化、高精度化の実現 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会まで

に、10 言語に関して、旅行、医療、防災を含む生活一般の

分野について実用レベルの音声翻訳・対話システムを社会

実装するため、多言語化、多分野化、高精度化等に資する

翻訳技術・音声技術を開発・確立する。 

② 現場音声認識の精度向

上及びクロスリンガル

音声対話の実現 

長文音声認識（現在の 7 語対応から 20 語へ）、非ネイテ

ィブ音声認識、環境音の自動判別等を実現し、現場音声認

識の精度向上を図るとともに、多言語・複数人の音声対話

システムを目指す。 

③ 長文音声翻訳に対応し

た自動翻訳技術の実現 

同時通訳を実現するため、同一分野の対訳ではない 2 言

語のコーパス利活用、自動換言処理等に基づく自動翻訳の

汎用化及び翻訳の逐次処理化に関する基盤技術を確立す

る。 

④ 文脈を用いた自動翻訳

技術の研究開発 

自動翻訳の高精度化のため、単語や文に加えて結束性や

談話構造等の文脈を利活用することにより、意味に基づく

翻訳を実現する基盤技術を確立する。 

 

(2) 社会知解析技術 
重点研究開発課題 概要 

① 社会知解析技術の研究

開発 

Web、科学技術論文、白書等から社会問題等様々な問題を

自動検出し、それらの解決策や影響等、関連する情報・仮

説を能動的に発見して統合された知識として提供するシス

テムや、SNS 上での問題や出来事をリアルタイムで自動検

出・分析し、それらにまつわる議論の推移を要約して提示

するシステム等を実現するための基盤技術を確立する。  

② ソーシャル ICT 情報利

活用基盤に関する研究

開発【再掲】 

スマートサービスと人との間でデータを共有し地域全体

で環境問題等を解決すべく、様々な IoT データを分野横断

的に統合・分析する技術、実世界のモノ・コト・知識を解

析・予測し行動制御するクラウドロボティクス技術、クラ

ウドを介したデバイスネットワークとソーシャルネットワ

ークの自律連携制御技術等を確立するとともに、コミュニ

ティが中心となってデータを集め集団的に分析するオープ

ンサイエンス基盤技術を確立する。 

 

(3) スマートネットワークロボット技術 
重点研究開発課題 概要 

① ネットワークロボッ

ト・プラットフォーム技

術（スマートロボット技

術）の研究開発 

ビッグデータ、人工知能、ネットワーク関連技術等との

連携により、全てのロボットがネットワークを介して必要

な情報を共有し、遅延なく高度な動作を実現するネットワ

ーク制御技術を確立するとともに、複数のロボットの相互

連携により効率的・効果的に機能を発揮するためのプラッ

トフォーム技術を確立する。 

② クラウドとロボットの

融合による革新的サー

ビスの研究開発 

様々な IoT デバイスを連携させた生活支援や観光案内等

のサービスを実現するため、クラウドにおけるロボットか

らのデータの大規模な集積と分析、人工知能技術に基づく
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ロボットの行動生成、言語・非言語情報を組み合わせたマ

ルチモーダル制御等を可能にするデータ指向型ロボティク

ス技術を確立する。 

③ 人の心に寄り添うコミ

ュニケーションロボッ

トの研究開発 

人の動きをセンシングしたり、脳情報から人の感情や潜

在意識等を把握することにより、スマートフォンやロボッ

ト等を通じて、心の通った（人の心に寄り添う）コミュニ

ケーションを実現するため、人・ロボット会話技術、状況

認識・理解・推論・再現技術、感性データマイニング・伝

達技術、感情生成・表現モデル等の技術を確立する。 

 

(4) 空間構造の解析・理解技術 
重点研究開発課題 概要 

① 空間構造解析・理解に

関する研究開発【再掲】 

ロボットの目としての機能等を実現するため、画像や映

像から特定空間を対象として空間構造を記述し、空間構造

から空間意味解析を行うことにより各物体を認識する技術

等を確立する。 

 

(5) 超臨場感映像技術 
重点研究開発課題 概要 

① 空間情報伝送再現シス

テムに関する研究開発 

位相・振幅を制御するデジタル方式のホログラム技術、

ホログラムのデジタルプリント技術、プロジェクション用

スクリーン技術等を確立する。 

② 超臨場感映像の超低遅

延処理、圧縮・伝送等に

関する基盤技術の確立 

100Gbps超の伝送レートが必要な超臨場感映像を、光ファ

イバにより超低遅延でルーティング、蓄積・読み出し、信

号 処 理 す る こ と が 可 能 な SDI （ Software Defined 

Infrastructure）技術を確立する。また、裸眼立体映像の

圧縮等に関する基盤技術を確立する。 

③ 超高精細度映像の高効

率伝送技術に関する研

究開発 

超高精細度テレビジョン（UHDTV）放送の本格展開に向け

て、地上波等の限られた帯域において、超高精細度映像を

高効率かつ効果的に伝送するための映像圧縮技術や伝送技

術等を確立する。 

 

 

 Ⅳ. 情報セキュリティ分野  

 

(1) サイバーセキュリティ技術 
重点研究開発課題 概要 

① 未来型サイバーセキュ

リティ技術の研究開発 

国内のセキュリティ対策を強化するため、能動的サイバ

ー攻撃観測網の構築、複合型サイバー攻撃分析・可視化技

術を確立する。また、2020 年東京オリンピック・パラリン

ピック競技大会関連のシステム等に当該技術を導入しセキ

ュリティ確保に貢献するとともに、セキュリティ自給率向

上や国産技術の国際展開を図る。 

② セキュリティ知識ベー

スを用いた自動対策技

術に係る研究開発 

実利用に基づく脆弱性情報やサイバー攻撃情報を効率的

に蓄積する知識データベースを確立することで、脆弱性管

理や IT資産管理、初動対応等、セキュリティ対策業務の一

部の自動化を促進する能動的なセキュリティ対応技術を確

立する。 
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③ 暗号技術を活用した情

報セキュリティ技術の

研究開発 

パーソナルデータの利活用を促進するための暗号技術を

活用したプライバシー保護技術や、新たな社会ニーズに対

応した機能を実現する機能性暗号技術を確立する。加えて、

電子政府システムの調達等で利用する暗号や、今後の利用

が想定される新たな暗号技術の安全性評価を行う。 

④ IoT 社会に対応したセ

キュリティ技術の研究

開発 

IoT 社会の本格展開によって普及が想定される車やウェ

アラブル機器等の M2M システムへの脅威に対して、脅威分

析・リスク評価を行った上で、端末の処理能力やライフサ

イクル等、IoTの特徴を踏まえたサイバーセキュリティ技術

を確立する。 

 

 

 Ⅴ. 耐災害 ICT基盤分野  

 

 (1) 耐災害・被害軽減に関連する ICT基盤技術 
重点研究開発課題 概要 

① 災害に強い光ネットワ

ーク技術の研究開発 

大規模災害発生後、残存するメトロコアを構成する光フ

ァイバ網に集中する通信トラヒックの負荷分散を図るた

め、光信号の波長や時間チャネルを動的かつ効率的に制御

する技術を確立する。また、有線ネットワークが途絶した

地域において、通信基盤を迅速かつ柔軟に再構成するため、

大容量光ネットワーク暫定復旧基盤技術を確立する。 

② しなやかなワイヤレス

ネットワーク技術の研

究開発 

大規模災害時に発生する通信回線障害やトラヒックの急

増等、通信環境の大きな変化に柔軟に対応するため、輻輳

（通信混雑）を回避しつつ、通信の接続の確保やサービス

の継続を可能とする無線ネットワーク構成・管理技術や、

小型無人機に搭載した中継器による高信頼ワイヤレス伝送

技術、災害時の衛星通信の利用等、災害現場のニーズに即

応して早期の運用を可能とする機動的なネットワーク技術

を確立する。 

③ リアルタイム社会知解

析技術の研究開発 

防災や減災に、SNS情報やセンサ情報が統合された総合的

なリアルタイムデータ、即ち社会知 （ネット上において一

般国民から専門家まで多様な主体が発信する知識、情報の

総称）を活用するため、災害時における被災状況から、ネ

ット上の複雑な議論までを、リアルタイムに解析・整理す

る技術を確立する。 

④ 災害の状況把握や被害

予測等に活用可能なリ

モートセンシング技術

の研究開発【再掲】 

大規模災害発生時における広範な被害状況の迅速かつ詳

細な把握に資する次世代航空機搭載 SAR 技術や、ゲリラ豪

雨等の突発的な災害の発生予測精度の向上に資するマルチ

パラメータ（MP）フェーズドアレイレーダー等をはじめと

するリモートセンシング技術を確立する。 

 

 

 

 

 

 

 



40 

 Ⅵ. フロンティア研究分野  

 

(1) 量子 ICT 
重点研究開発課題 概要 

① 量子光ネットワーク技

術の研究開発 

極めて安全かつ高効率な量子光ネットワークの実現に向

けて、QKD（Quantum Key Distribution）プラットフォーム

技術及び量子光伝送技術を確立するとともに、量子光ネッ

トワークテストベッドにおいて新世代 QKD 技術や物理レイ

ヤ暗号方式等を実証する。 

② 量子ノード技術の研究

開発 

データセンターネットワークにおけるノード処理の多機

能化や超低損失・省エネ化等のため、光量子制御技術、量

子インターフェース技術及び量子計測標準技術を開発し、

光量子回路の小型・集積化の基礎技術を確立する。これら

の技術を量子光ネットワークテストベッドにおいて実証す

る。 

 

(2) ナノ ICT 
重点研究開発課題 概要 

① ナノコンポジット材

料・素子技術の研究開発 

様々な環境下で運用される移動体に搭載可能な、超高速

かつ高効率の電子-光（EO)変換技術等の実用化等に向けて、

デバイスの動作信頼性及び性能を飛躍的に向上させるた

め、有機/無機ハイブリッド基盤技術を原子・分子レベルの

精度で制御・構築するための基盤技術を確立する。 

② 超伝導単一光子検出器

(SSPD)、超伝導省電力ロ

ジックデバイスの研究

開発 

SSPD の量子暗号通信、宇宙通信、バイオ・医療等への幅

広い応用展開を目指し、広波長帯域化及び多ピクセル化等

の高速・高機能化のための基盤技術を確立する。また、新

たな極限的低エネルギー情報処理技術の創出を目指し、電

子の位相制御に基づく新しい論理デバイス及び超省電力メ

モリを実現するための基盤技術を確立する。 

 

(3) バイオ ICT 
重点研究開発課題 概要 

① バイオ情報素子構成技

術の研究開発 

生体の感覚に則したセンシングを実現するために、情報

検出部を生体材料そのものによって構成するための基盤技

術を確立する。また、情報検出部として適切な生体材料の

検討を行うとともに、その機能の拡張・最適化を行うため

の天然材料の改変技術、材料を組合せて機能システムを構

成する技術等を確立する。 

② バイオ情報抽出技術の

研究開発 

生体と同様のメカニズムで、入力情報から情報源のカテ

ゴリーを抽出する技術を実現するために、機械学習等のデ

ータ解析手法を活用し、生体材料より得られた信号から情

報カテゴリーを抽出する技術を確立する。また、生体の細

胞ネットワークを対象として、実際に行われている情報の

蓄積・統合・認識の様式を学び取り、生体に倣って情報処

理を行うための基盤技術を確立する。 

③ バイオシグナル収集技

術の研究開発 

生体材料が示す応答を詳細に計測し、利活用可能な形で

取り出すため生体信号収集技術を確立する。また、生体材

料が示す応答を、その性質に応じて抽出して電磁的信号に



41 

変換する技術や、生体材料のシステムとしての動態を計測

するための基盤技術を確立する。 

 

(4) 脳情報通信技術 
重点研究開発課題 概要 

① 高次脳機能型情報処理

システムの研究開発 

超高齢化社会に対応した ICT 基盤を整備するため、人間

の脳内ダイナミックネットワークモデルの解析を通じて、

日常生活での人間の理解/認識を捉え、高齢者・障がい者の

みならずスポーツ選手等を含めた人間の運動能力・行動支

援等を実現する脳型情報処理アーキテクチャ技術、快適さ・

好み等の抽象的な評価軸による評価技術及び身体的・感覚

的・社会的なヒューマンアシスト技術の基盤を確立する。 

② 脳計測技術の研究開発 脳活動計測の高度化と日常的な脳機能モニタリングを実

現する基盤技術を確立するため、脳活動の新たな計測手法

を開発して精度の向上を図るとともに、大型設備による制

限された実験環境での高精度な計測技術や、実生活におけ

る軽量小型の計測装置を開発する。 

③ 脳情報統合分析技術の

研究開発 

マルチモーダルな計測データによる分析に基づき、脳情

報を実生活で効率的に精度良く利用するため、多様な計測

機器によるデータの統合、共有、分析技術等の基盤技術を

確立する。また、複数の機能に対して蓄積された脳活動デ

ータを活用し、複数の脳機能を統合した総合的な脳活動を

多角的に分析するための基盤技術を確立する。 

 

(5) 高周波・THｚ技術 
重点研究開発課題 概要 

① 超高周波無線通信基盤

技術の研究開発 

ミリ波・テラヘルツ波向け化合物半導体高速電子デバイ

ス技術の高度化を図るとともに、シリコン半導体デバイス、

アンテナ技術、実装・集積化技術を組み合わせて、275GHz

以上を利用した無線通信システムの実用化に向けた基盤技

術を確立する。 

② 超高周波光源技術の研

究開発 

高精度局発光モジュールや高精度テラヘルツ計測システ

ムの実現に向けて、テラヘルツ帯大容量通信に必要となる

狭線幅・高安定な光源に関する基盤技術を確立する。 

③ テラヘルツ帯における

無線通信・計測技術等の

研究開発 

テラヘルツ帯の実利用に向けて、テラヘルツ帯無線通信

装置や試験装置、スペクトラム・電力計測システム、高感

度センサー技術、非破壊センシング技術等を確立する。 

 

(6) 電磁波計測基盤技術（時空標準技術） 
重点研究開発課題 概要 

① 標準時及び周波数標準

の安定的な発生・供給の

ための技術開発 

日本標準時の小金井局及び神戸局の運用による分散制御

システムの実用化、時刻・周波数供給サービス、周波数較

正サービス・国際相互承認活動、衛星を用いた国際時刻・

周波数比較、アジア・太平洋地域における国際比較較正拠

点としての取組を実施し、必要となる関連技術を確立する。 

② 超高精度周波数標準の

実現に関する技術開発 

秒の再定義に適応可能な光標準を実現するため、実運用

に耐える堅実な超高精度周波数標準を構築するとともに、

次世代光標準の基盤技術を確立する。また、ACES（Atomic 
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Clock Ensemble in Space）地上局運用、超高精度周波数比

較・伝送技術を開発し、光標準の国際リンクに資する基盤

技術を確立する。 

③ 周波数標準の新たな利

活用領域拡大に資する

技術開発 

国家標準にトレーサブルな THz 標準技術を確立する。ま

た、広域時刻同期技術を開発し、サブマイクロ秒同期が可

能な通信インフラ実現に向けた基盤技術を確立する。 

 

(7) 電磁波計測基盤技術（電磁環境技術） 
重点研究開発課題 概要 

① 先端 EMC 計測技術の研

究開発 

広帯域電磁波の精密測定技術、300GHz までの較正技術等

を確立する。また、スマートグリッドに関する国際規格の

整備に貢献するため、スマートコミュニティ/エネルギー管

理システムにおける電磁干渉評価技術を確立する。 

② 生体 EMC 技術の研究開

発 

THz帯までの電波ばく露評価技術を研究開発し、分子レベ

ルから組織、全身までのマルチスケールばく露評価技術を

確立する。また、5Gシステム等で利用が想定されている 6GHz

以上の周波数帯における電波防護指針への適合性評価技術

を開発する。 

 

(8) 新規 ICTデバイス技術 
重点研究開発課題 概要 

① 酸化物、窒化物半導体

電子デバイスに関する

研究開発 

酸化ガリウムデバイス基盤技術の電気・自動車メーカー

等への技術移転を目指し、酸化ガリウムのパワーデバイス

や無線通信デバイス等に関する技術を確立する。 

② 深紫外光 ICT デバイス

に関する研究開発 

安全安心でクリーンな生活環境、持続可能な社会の実現

に資するため、高出力深紫外小型光源や、現在未踏の深紫

外 ICT デバイスを世界最先端のナノ光構造デバイス技術を

駆使することで実現する基盤技術を確立する。 

③ バイオミメティックセ

ンサーネットワークに

関する材料・素子技術の

研究開発 

エネルギーハーベスティング等の多様な給電により駆動

可能なバッテリー不要なセンサーや、新たなセンサーデバ

イスを活用した革新的センサーネットワーク技術の実現に

向けて、生物機構を模倣した低環境負荷の材料・素子等に

係る基盤技術を確立する。 

 

 

 Ⅶ. 分野横断的な重点的取組  

 

(1) 世界最先端 ICT テストベッド 
重点研究開発課題 概要 

① 世界最先端の次世代

ICT テストベッド等の構

築・展開 

ネットワーク仮想化技術、光統合ネットワーク技術、ビ

ッグデータ等の情報基盤等を導入し、新たな IoT（Internet 

of Things）時代に対応した世界最先端の ICTテストベッド

を構築するとともに、最新の研究成果をテストベッドとし

て研究機関やユーザ等に開放することで、先進的な研究開

発と実証実験を一体的に推進する。 
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第4章 研究開発等の推進方策 

我が国が、世界最先端の「社会全体の ICT化」（「ソーシャル ICT 革命」）の推

進を図り、新たな IoT 時代を主導していくためには、第 3 章で述べた重点研究

開発課題に関する研究開発を着実に推進し、イノベーション創出を加速するこ

とが重要である。 

今後のソーシャル ICT 革命の推進に向けた研究開発等の推進に当たっては、

次のような取組を検討することが適当である。なお、具体的な施策の推進方策

等、引き続き議論すべき事項については、本中間答申の取りまとめ後において

議論を深めていく予定である。 

 

 

4.1 研究開発、成果展開の推進について 

ICT分野における我が国の国際競争力を高め、キャッチアップから世界のフロ

ンティアで競うため、最先端の ICT の研究成果について、異分野の産業との幅

広い連携により課題解決、新たな価値創造を図り、成果展開、社会実装を進め

ていくことが必要である。 

更に、今後の激化する国際競争において、このような課題解決、新たな価値

創造により我が国の国際競争力を強化していく観点からも、先端的な研究開発

により、Game-Change が可能な、Disruptive な技術の創出等を図っていくこと

が重要である。 

このような、研究開発、成果展開の推進に当たって、次のような取り組みを

進めていくことが必要である。 

 

4.1.1 国・NICT による基礎的・基盤的研究開発の推進 

NICT は、ICT を専門とする唯一の公的研究機関として、国立研究開発法人制

度の下で、国の政策と連携し、中長期的視点に立った世界最先端の基礎的・基

盤的な研究開発に取り組むことが適当である。特に、平成 28 年度からの NICT

の次期中長期目標期間においては、ソーシャル ICT 革命の推進に向け、第 3 章

で示した重点研究開発課題に関する研究開発を他機関との連携も図りながら先

導していくべきである。 

その際、研究開発プロジェクトでは確実な成果創出を求めるだけでなく、チ

ャレンジングなテーマへの取組を強化するため、必達目標と挑戦目標に分けた

目標管理等の可能性も検討すべきである。 

 

4.1.2 研究開発の成果展開・社会実装に向けた取り組みの強化 

ソーシャル ICT 革命の推進により、最先端の ICT を活用した新たな価値の創

造、国際競争力の更なる強化を図っていくためには、例えば、超省電力センサ

ーネットワーク等の NICTの研究開発成果について、他の産業との協業の推進に

よりサービスの創出等を促進していく必要がある。 

このため、様々な実社会の課題に対して多様な業界・業種との連携・協調を

行うための場として、研究開発成果を実装し、ユーザにも使いやすい形でオー

プンに開放する試験環境として「テストベッド」を構築し、それを多様な業種

のユーザ等も利用してもらい、社会的受容性等の検証も含めた社会実証を推進
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することが必要である。社会実証に当たっては、プライバシー等のような社会

的な課題、システム設計等について、技術者と社会科学者が協力してグランド

デザインを描いていくことが必要であり、更には ICT により解決できる社会的

課題や ICT により生まれる新たな価値等について設計・評価できる文理融合型

の新たな学問領域の創生について検討することが適当である。 

さらに、ソーシャル ICT 革命の推進に向けた研究開発においては、その社会

実証の結果を踏まえて、研究開発のターゲットを適宜見直す等、研究開発と実

証実験（技術実証と社会実証）を車の両輪として相互にフィードバックをかけ

ながら推進することが必要である。 

また、研究開発の段階から社会実装が進むように、また、新しい研究を創出

していけるように、研究開発の成果指標については論文数や特許数に加えてイ

ンセンティブ付与が可能な適切な仕組みを検討すべきである。また、社会実証

については、どういう指標を用いて社会的受容性等を評価するか等について検

討すべきである。 

2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会は、世界最先端の ICT に

ついてショーケースとして世界に発信する絶好の機会であり、また、将来の成

熟社会を見据えた社会基盤（レガシー）として残すものが期待されており、そ

のような機会を捉えて、最先端の ICTの社会実装を推進すべきである。 

 

 

4.2 テストベッドの構築・活用について 

民間企業の研究開発の中心が基礎研究から応用・開発研究にシフトする中で、

ICT分野における諸外国との厳しい国際競争を勝ち抜き、世界をリードするため

には、研究開発から社会実装までの加速化を図ることが重要であり、従来のリ

ニア型の研究開発ではなく、最先端の技術については、基礎研究段階の研究開

発とともに市場投入を目指した技術実証に一体的に取り組み、一気に実用化を

目指すことが必要な場合があると考えられる。 

また、「ソーシャル ICT革命」の推進を図るためには、社会のあらゆる分野に

最先端の ICT の社会実装を進めていくことが必要であり、研究開発成果につい

て、異分野の産業と広範な協業を推進するために、様々な業界、ユーザも含め

た幅広いプレーヤーが参加可能な社会実証が重要である。 

今後、研究開発成果について多様な研究機関等に利用してもらい、技術的な

達成レベルや効果等の技術検証を行う場、あるいは、研究開発成果について一

般での実用化の前段階でユーザ等にも利用してもらい、社会実証を行う場とし

てのテストベッドの一層の活用を図っていくことが重要である。実証実験とテ

ストベッドの関係について、図 4-1 に取りまとめる。また、テストベッドの利

用については、その利用条件を緩和する等して、最先端の ICT ショーケースと

して、研究開発成果の広範なユーザ獲得を推進すべきである。 

以上を踏まえ、具体的な取組としては、次のような取り組みが挙げられる。 
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めた社会実証を推進することが必要である。また、Living Lab のように、研究

開発成果を実装した機器をユーザ等と共同実証ができる社会環境に持ち込んで

検証を行う社会実証の推進についても検討すべきである。 

 

 

4.3 産学官連携の推進について 

「ソーシャル ICT 革命」の推進に向けた研究開発やその成果展開等の推進に

当たっては、ICT分野のみならず、様々な分野・業種との連携・協調が必要であ

る。 

また、国際的な厳しい技術開発競争に対応するため、技術力の優れたベンチ

ャー企業等も含め、産学官の連携によるオープンイノベーションの推進を支援

するとともに、NICT においても研究開発成果の最大化のためにオープンイノベ

ーションの推進に取り組むことが必要である。 

以上を踏まえ、具体的な取組としては、次のような取り組みが挙げられる。 

 

4.3.1 産学官連携による IoT推進体制の構築 

ソーシャル ICT革命の推進を図るため、4.2で述べたテストベッド等を核とし

て、NICT をハブとした最先端の研究開発と研究開発成果の社会実装を推進する

ための産学官連携推進体制を構築することが適当である。（図 4-2） 

したがって、膨大な IoT からの情報をリアルタイムに収集し、人工知能によ

るビッグデータ解析等により、自律型走行車、無人飛行型ロボットも含めた様々

な用途の ICT システムの高精度かつセキュアな制御を可能とする共通的な ICT

プラットフォーム技術等の確立や、広範な先進的社会実証を総合的に推進する

ため、社会全体の ICT 化を目指した産学官による IoT 推進体制として、総務省

は NICTと連携して、民間企業、大学、標準化団体等から構成される「スマート

IoT推進協議会（仮称）」の創設を検討する。 

また、外部の研究リソースを有効活用し、NICT 自らの研究開発と一体的に取

り組むことで効率化が図られるプロジェクトについては委託研究を通じた産学

との連携推進を図るとともに、既に脳情報通信、耐災害 ICT 分野における研究

開発拠点が設置されている大阪大学、東北大学との一層の連携強化、大学との

知の連携が期待できる分野については大学との包括協定による連携強化を図る。 

光ネットワーク技術や多言語翻訳技術のように、民間企業等が保有する強い

要素技術を集結させ、国や NICTも研究開発への参加・支援を行うことで社会実

装や国際標準化をリードするような取組を強化する必要がある。 

さらに、従来から産学官連携拠点として機能してきた地域や機関のポテンシ

ャルを活かし、今後一層重要となるワイヤレス、IoT、人工知能、ロボット等に

ついて、産学官による効率的・効果的な研究開発等の推進環境の構築を検討す

ることが適当である。 
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4.4.1 本格的な IoT 時代に向けて多様化・複雑化する国際標準化活動への対応 

多様化・複雑化する標準化活動に対し、我が国が一体となって一層効果的・

効率的に推進していくためには、関係者が協力して情報の共有や対応方針に係

る戦略の検討を行う必要である。そのため、関係者がそれぞれの強みを活かし

ながら、互いのリソースを最大限活用して国内の標準化機関や各種フォーラム

等において連携の強化を図ることが適当である。 

 

4.4.2 NICT における国際標準化への取組の一層の強化 

NICT は、国際標準化の場において、議長や主要課題のラポータ等の役職を務

める等、標準化活動を主導するとともに、研究成果の社会実装を意識して、外

部の専門家を含めたタスクフォースを構成して産学官の国際標準化活動で中心

的な役割を果たす等、関係者との連携や調整等に一層のリーダーシップの発揮

に努めることが重要である。 

また、社会的ニーズを的確に把握しつつ、新たな標準化に向けて適切な技術

シーズを発掘し、継続的に標準化活動を実施する。 

100Gbps 光伝送方式、Wi-SUN や Lagopus 等は、我が国の強みが活かされ、産

学官が連携して、国際標準化、社会実装が進んでいる成功事例であり、NICTは、

かかる成功事例を参考としつつ、産学官と連携した国際標準化において中心的

な役割を果たすことが期待される。 

 

4.4.3 研究開発と国際標準化の一体的推進 

IoT時代においては、Wi-SUNのように先端的な研究成果について多様な業界・

業種と連携しつつ、テストベットで検証しながら国際標準化を推進する等、研

究開発と国際標準化の一体的推進が必要である。 

国際標準化では、競争領域と協調領域を明確にして、コア技術はブラックボ

ックス化して日本企業が押さえる等、知財を含めたオープン・クローズド戦略

を基に対応すべきである。また、研究開発の推進においても、競争領域と協調

領域の双方を念頭に置きつつ推進する必要がある。 

スピード感を重視したデファクト化や、オープンソースの活用も含めた標準

化戦略を踏まえつつ、国際標準化を推進する。 

 

4.4.4 国際標準化に係る人材育成の推進 

国際競争が激化する中、各社の標準化エキスパートの経験や強み等を最大限

活用していくため、関係者が連携・協力して人材育成を推進することが適当で

ある。 

NICT においても、研究者の国際標準化活動に関して、自らの研究分野につい

て議長、ラポータ等の役職への就任を勧奨し、活動成果について引き続き適切

に評価するとともに、産学官と連携した標準化活動において中心的な役割を担

う国際標準化エキスパートを育成・確保する必要がある。 
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4.5 国際連携の推進について 

我が国の国際共同研究は欧米に比べると低調であるが、世界の頭脳を日本に

集め海外の知的資源を内部化するためには、グローバルなイノベーションハブ

となることが重要であり、国際共同研究等を強化することが必要である。 

開発途上国においては大学の教授が産業界に影響力を持っている場合があり、

国際的な研究協力を通じて、国際標準化や日本企業の海外展開等での協力に向

けた信頼関係を構築することが重要である。 

日本企業のインフラ輸出等について政府を挙げて支援しているが、研究開発

成果についても積極的に国際展開を図り、将来の日本企業のインフラ輸出等に

つなげていくことが重要である。 

このため、国際連携の推進に当たっては、次のような取組を進めていくこと

が必要である。 

 

4.5.1 国際共同研究の推進 

海外研究機関等との間で、国際的な研究協力の推進、研究成果の国際展開、

研究者の国際交流を有機的に連携させて推進する。 

特に東南アジアについては、NICT が東南アジアと培ってきた研究連携を基に

して、域内研究機関・大学等が参加するバーチャルな研究連携組織を設置して

おり、域内の研究連携においてリーダーシップを発揮する。 

また、総務省及び NICTは、我が国がグローバルな研究開発拠点となることを

目指して、欧州、米国等において世界的な研究開発能力を有する機関及び研究

者との共同研究を推進する。 

 

4.5.2 研究開発成果の国際展開の推進 

NICT の海外拠点を活用し、従来の相互研究協力から、研究成果の積極的なマ

ッチングや日本企業の海外展開支援も視野に入れつつ戦略的な研究協力を推進

する。 

研究成果の国際展開では、機器の導入だけではなく、利活用方法やセキュリ

ティ対策（教育、海外研修生の受け入れも含む）も含めた国際展開を推進する。 

技術分野によっては、研究開発段階から始め、技術実証、標準化等の多段階

で Win-Winな国際連携を図りながら推進する。 

 

 

4.6 人材育成の推進について 

我が国では ICT 分野の博士課程取得者が減少している一方で、ポスドクの雇

用の問題は依然として存在しており、民間企業の求める研究人材との間でミス

マッチが生じている懸念がある。 

博士課程のみならず ICT 分野の研究人材が、多様な経験を積んで民間企業の

求める人材の「質」を満たせるように人材の流動化に係る好循環の仕組み等を

構築することが重要である。 

一方で、ICT分野の人材については、基礎研究にベースを置きつつ、大きなア

ーキテクチャや次のシステムのデザインができるような、プログラミング等と

は異なるレイヤの議論ができる高度な人材、技術的に高度な知識を持ちプロジ

ェクトのリーダを務めることが可能な研究者など構造的に不足しているような
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人材がいるのではないか、一般的な研究人材の不足とは異なる ICT 産業に特有

の深刻な人材問題が起きているのではないかとの問題点の指摘がある。この人

材育成については、更に分析が必要であるため、本中間答申の取りまとめ後に

議論を深めていくこととする。 

 

4.6.1 研究人材等の育成の推進 

競争的資金等を活用し、将来の ICT 分野の研究者の育成に資するような取組

（委託研究の採択評価における学生の参加、人材育成への寄与の加点等）を推

進する。また、SCOPE を通じた今後不足が予想されるデータサイエンティストの

育成支援について検証し、必要に応じて見直し等の検討を行う。 

連携大学院協定による NICT研究員の大学院での研究・教育活動への従事、海

外も含めた研究者の受け入れ等を推進する。 

起業家万博、起業家甲子園、I-Challenge!の連動によるベンチャー人材の発

掘・育成、産学官のフォーラム等の場を通じた若手人材の発掘・育成を強化す

る必要がある。 

ICT 分野において我が国発の破壊的イノベーションの創出を目指した独創的

な人材の研究開発を支援し、その育成を図るため、「異能(inno) vation」プロ

グラムを推進、地域への展開や独創的な人材の支援を希望する民間企業等との

マッチング強化を推進することが適当である。 

今後、2020 年東京オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて不足が懸

念されているセキュリティ人材についても人材育成の取組を検討する。 

 

4.6.2 研究人材等の流動化 

NICT はクロスアポイントメント制の活用による研究人材の流動化を推進する

とともに、さらに研究支援人材の充実も図るとともに、海外経験に対して、組

織として一定の評価の付与や、インセンティブとして適切なキャリアパスの設

定を検討することが適当である。 



重点研究開発課題に関する工程表

参考資料１

重点研究開発課題 概要説明

(1) センサーネットワー
ク技術

① 次世代センサーネットワーク
技術（環境融和型ワイヤレス）
の研究開発

センシングデータ取得における周波数利用効率・エネルギー効率の更なる向上のため、セン
サー端末自らが利用環境・応用形態を認識し、最適な通信プロファイルを選択・実行するワイヤ
レスメッシュネットワーク（環境融和型ワイヤレス）技術を確立する。

② バッテリー不要なセンサーの
ネットワーク化に関する研究開
発

エネルギーハーベスティングやパッシブデバイスを組み合わせることで、バッテリー不要で半永久
的に駆動可能なセンサーをネットワーク化するための無線端末構成技術、多様な無線方式で長
期間（数十年間）・広域で利用される端末を柔軟に収容することのできるフレキシブルゲートウエイ
技術等を確立する。

(2) リモートセンシング
技術

① 地上レーダ技術の研究開発

ゲリラ豪雨等の突発的な災害の発生予測精度向上に資するため、マルチパラメータ（MP）フェー
ズドアレイレーダ、地デジ放送波を利用した水蒸気量推定技術、パッシブレーダ等のリモートセン
シング技術を確立するとともに、関連信号処理技術の高度化を図る。また、ドップラーライダー等、
他のリモートセンシング技術との融合観測によって、災害情報の迅速な提供等に資する新たな知
見の開拓を目指す。

② 航空機搭載合成開口レーダ
（SAR）技術の研究開発

地震・火山噴火等の災害発生時に、より詳細な状況把握を可能とするため、現在の航空機搭載
SAR（Pi-SAR2）を超える空間分解能を有する次世代航空機搭載SAR技術及び高度解析等の情
報抽出技術を確立する。

③ 衛星搭載レーダ技術の研究開
発

地球規模の観測による温暖化・水循環メカニズム等の解明に寄与するため、GPM衛星搭載降水
レーダ及びEarthCARE衛星搭載雲レーダに係る観測データ処理アルゴリズムの開発・改良等を
行い、高精度な降水・雲観測技術を確立する。

④ テラヘルツ帯センシング技術
の研究開発

これまで観測できなかった上空の中層大気に存在する物質や気温・風等を高精度に観測可能と
するため、テラヘルツ帯高感度ヘテロダイン受信機の開発や広帯域化により、衛星搭載用テラヘ
ルツリムサウンダ等、新たな気象・環境センサーの開発に寄与するテラヘルツ帯センシング技術
を確立する。

⑤ 光アクティブセンシング技術の
研究開発

大型台風の進路予測精度の向上等に資するため、高出力パルスレーザ等を開発し、上空の三次
元風観測を実現する衛星搭載ドップラー風ライダー等の新たな気象・環境計測センサーの開発に
寄与する光センシング技術を確立する。

センシング＆データ取得基盤分野
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重点研究開発課題 概要説明

(1) 量子ICT

① 量子光ネットワーク技術の研究
開発

極めて安全かつ高効率な量子光ネットワークの実現に向けて、QKD（Quantum Key Distribution）
プラットフォーム技術及び量子光伝送技術を確立するとともに、量子光ネットワークテストベッドに
おいて新世代QKD技術や物理レイヤ暗号方式等を実証する。

② 量子ノード技術の研究開発
データセンターネットワークにおけるノード処理の多機能化や超低損失・省エネ化等のため、光量
子制御技術、量子インターフェース技術及び量子計測標準技術を開発し、光量子回路の小型・集
積化の基礎技術を確立する。これらの技術を量子光ネットワークテストベッドにおいて実証する。

(2) ナノICT

① ナノコンポジット材料・素子技術
の研究開発

様々な環境下で運用される移動体に搭載可能な、超高速かつ高効率の電子-光（EO)変換技術
等の実用化等に向けて、デバイスの動作信頼性及び性能を飛躍的に向上させるため、有機/無
機ハイブリッド基盤技術を原子・分子レベルの精度で制御・構築するための基盤技術を確立する。

② 超伝導単一光子検出器(SSPD)、
超伝導省電力ロジックデバイス
の研究開発

SSPDの量子暗号通信、宇宙通信、バイオ・医療等への幅広い応用展開を目指し、広波長帯域化
及び多ピクセル化等の高速・高機能化のための基盤技術を確立する。また、新たな極限的低エ
ネルギー情報処理技術の創出を目指し、電子の位相制御に基づく新しい論理デバイス及び超
省電力メモリを実現するための基盤技術を確立する。

(3) バイオICT

① バイオ情報素子構成技術の研
究開発

生体の感覚に則したセンシングを実現するために、情報検出部を生体材料そのものによって構成
するための基盤技術を確立する。また、情報検出部として適切な生体材料の検討を行うとともに、
その機能の拡張・最適化を行うための天然材料の改変技術、材料を組合せて機能システムを構
成する技術等を確立する。

② バイオ情報抽出技術の研究開
発

生体と同様のメカニズムで、入力情報から情報源のカテゴリーを抽出する技術を実現するために、
機械学習等のデータ解析手法を活用し、生体材料より得られた信号から情報カテゴリーを抽出す
る技術を確立する。また、生体の細胞ネットワークを対象として、実際に行われている情報の蓄
積・統合・認識の様式を学び取り、生体に倣って情報処理を行うための基盤技術を確立する。

③ バイオシグナル収集技術の研
究開発

生体材料が示す応答を詳細に計測し、利活用可能な形で取り出すため生体信号収集技術を確
立する。また、生体材料が示す応答を、その性質に応じて抽出して電磁的信号に変換する技術や、
生体材料のシステムとしての動態を計測するための基盤技術を確立する。

フロンティア研究分野

重点研究開発課題 概要説明

(4) 脳情報通信技術

① 高次脳機能型情報処理システ
ムの研究開発

超高齢化社会に対応したICT基盤を整備するため、人間の脳内ダイナミックネットワークモデルの
解析を通じて、日常生活での人間の理解/認識を捉え、高齢者・障がい者のみならずスポーツ選
手等を含めた人間の運動能力・行動支援等を実現する脳型情報処理アーキテクチャ技術、快適
さ・好み等の抽象的な評価軸による評価技術及び身体的・感覚的・社会的なヒューマンアシスト技
術の基盤を確立する。

② 脳計測技術の研究開発
脳活動計測の高度化と日常的な脳機能モニタリングを実現する基盤技術を確立するため、脳活
動の新たな計測手法を開発して精度の向上を図るとともに、大型設備による制限された実験環境
での高精度な計測技術や、実生活における軽量小型の計測装置を開発する。

③ 脳情報統合分析技術の研究開
発

マルチモーダルな計測データによる分析に基づき、脳情報を実生活で効率的に精度良く利用する
ため、多様な計測機器によるデータの統合、共有、分析技術等の基盤技術を確立する。また、複
数の機能に対して蓄積された脳活動データを活用し、複数の脳機能を統合した総合的な脳活動
を多角的に分析するための基盤技術を確立する。

(5) 高周波・THｚ技術

① 超高周波無線通信基盤技術の
研究開発

ミリ波・テラヘルツ波向け化合物半導体高速電子デバイス技術の高度化を図るとともに、シリコン
半導体デバイス、アンテナ技術、実装・集積化技術を組み合わせて、275GHz以上を利用した無線
通信システムの実用化に向けた基盤技術を確立する。

② 超高周波光源技術の研究開発
高精度局発光モジュールや高精度テラヘルツ計測システムの実現に向けて、テラヘルツ帯大容
量通信に必要となる狭線幅・高安定な光源に関する基盤技術を確立する。

③ テラヘルツ帯における無線通
信・計測技術等の研究開発

テラヘルツ帯の実利用に向けて、テラヘルツ帯無線通信装置や試験装置、スペクトラム・電力計
測システム、高感度センサー技術、非破壊センシング技術等を確立する。

フロンティア研究分野
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１．はじめに

本年４月に、「人工知能・ロボット アドホックグループ検討結果」のとりまとめを行った。
その際に、今後、介護・医療、インフラ・建築など様々な分野においてロボットの早期導

入を推進するための方策として、①ロボット大規模実証実験ゾーンの構築、②ロボット共通
プラットフォームの標準化、③ロボット普及のための推進体制の構築や人材育成の推進等
の必要性を挙げた。

本編では、リアルタイム通信によるロボットの協調・連携や超ビックデータ解析を用いた
コミュニケーションロボットの実証実験等を円滑にかつ迅速に実施するために必要となる、
大規模でかつセキュアなクラウド環境や高速ネットワークを装備した「ロボット大規模実証
実験ゾーン」に求められる要件等に関して整理したものである。

本検討結果は、総務省や情報通信研究機構（ＮＩＣＴ）が実施すべき重点研究分野である
ロボット技術についての研究開発や普及展開に向けた具体的な取組イメージとして、「新た
な情報通信技術戦略の在り方」（平成２６年諮問第２２号）に関する情報通信審議会 中間
答申に参考資料として掲載するものである。

【検討事項】

１．スマートロボット／ＩｏＴ大規模実証実験ゾーンの構築に向けた取組

２．スマートロボット共通プラットフォームの標準化への取組

３．スマートロボット／ＩｏＴの推進体制の構築に向けた取組 等

２．スマートロボット／IOT(Intelligent IoT)実証実験ゾーンのイメージ（１）

１ スマートロボット／ＩｏＴ実証実験ゾーンの種類

●災害対応やインフラ点検等、主に屋外で使用されるフィールドロボット技術は、その活用が期待

される一方、技術的には未だ発展途上であり、ロボット技術の開発・実証・実用化を加速する

ための拠点（実証フィールド）が必要 ⇒ 例：福島浜通りロボット実証区域など

【利用が想定されるロボット：ドローン（無人小型航空機）、監視用ロボット、災害用ロボット等】

● ロボット技術等が既に成熟し、実証段階にある場合には、実環境下における実証実験を行い、

データを取得・分析しフィードバックし、実用化を加速できる実証フィールドが必要。

⇒ 例：東京近郊の市街地（お台場エリア等）、国際空港、必要に応じて実証特区

【利用が想定されるロボット：自立型モビリティ（自動運転）、コミュニケーションロボット（多言語

翻訳、道案内）、監視・警備用ロボット等】

ロボット技術の成熟度により、以下のとおり整理することができる。

＜これまでのアドホック会合での意見＞

・ドローンは、強風などの悪環境下では飛行に問題がある。先ずは無人環境での実証を重ね有人環境への実用化を

目指すべき。

＜これまでのアドホック会合での意見＞

・日常環境において実際に使って安全性を確認するなど、早期実用化に向けた検証を進めるとともに、必要に応じて

規制・制度改革を行うべき。

・実用化ターゲットとして、 2020年東京オリンピック・パラリンピック競技大会が有効であり、ショーケースとすべき。
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参考資料３ 

 

 

 

 
１．諮問書 

２．情報通信審議会 情報通信技術分科会 技術戦略委員会 構成員名簿 

３．情報通信審議会 情報通信技術分科会 技術戦略委員会 重点分野ＷＧ 構成員名簿 

４．情報通信審議会 情報通信技術分科会 技術戦略委員会 重点分野ＷＧ 

 人工知能・ロボット アドホックグループ 構成員名簿 

５．開催経緯 
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５．開催経緯   
 

平成２６年１２月１８日 第３３回総会にて諮問 
平成２７年 １月２１日 第１０６回情報通信技術分科会にて技術戦略委員会を設置 

 

■技術戦略委員会 
平成２７年１月３０日 第１回 

（１）諮問事項、技術戦略委員会の設置及び運営等について 
（２）総務省の研究開発等に係る取組について 
（３）情報通信研究機構の取組について 
（４）構成員等からのプレゼンテーション 

 
平成２７年２月２５日 第２回 

（１）研究開発、国際標準化、成果展開等の推進方策について 
１．構成員等からのプレゼンテーション等 

 

平成２７年３月２０日 第３回 

（１）産学官連携、国際連携、人材育成等の推進方策について 
１．構成員等からのプレゼンテーション等 

 

平成２７年４月２８日 第４回 
（１）骨子案について 

 

平成２７年５月２２日 第１０９回情報通信技術分科会にて検討状況の報告 
 
平成２７年５月２５日 第５回 

（１）中間報告書（案）について 
 

平成２７年７月１０日 第６回 

（１）中間報告書（案）について 
 

平成２７年７月１７日 第１１１回情報通信技術分科会にて中間報告書（案）の報告 

 
 

■技術戦略委員会 重点分野ＷＧ 

平成２７年２月５日 第１回 
（１）重点分野 WGの設置及び進め方について 
（２）構成員等からのプレゼンテーション 
（３）重点研究開発分野、重点研究開発課題等に関する論点の例について 

 

平成２７年３月１０日 第２回 

（１）構成員等からのプレゼンテーション 
（２）重点研究開発分野、重点研究開発課題について 
（３）研究開発の推進方策等に関する御意見について 

 
平成２７年４月１０日 第３回 

（１）構成員からのプレゼンテーション 
（２）人工知能・ロボット アドホックグループの検討状況について 
（３）重点研究開発分野及び重点研究開発課題（案）について 
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■技術戦略委員会 重点分野ＷＧ 人工知能・ロボット アドホックグループ 

平成２７年４月２日 第１回 

（１）人工知能・ロボット アドホックグループの設置について 
（２）検討の進め方、背景説明等 
（３）有識者プレゼンテーション 

 
平成２７年４月６日 第２回 

（１）有識者プレゼンテーション 
（２）重点分野ＷＧへの報告について 

 

平成２７年４月１７日 第３回 

（１）有識者プレゼンテーション 
（２）検討結果取りまとめ 

 

平成２７年５月２１日 第４回 

（１）技術戦略委員会の審議結果報告について 
（２）有識者プレゼンテーション 
（３）人工知能・ロボット推進方策について 

 
平成２７年６月２６日 第５回 

（１）有識者プレゼンテーション 
（２）人工知能・ロボット推進方策について 
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25 Ka帯マルチビーム 30/20 GHz帯の電波で、複数のビームでサービスエリアを覆う

もの。マルチビームは、ビームを絞ることにより地上で受信する

電波を強めることができるため、地球局アンテナの小型化や伝

送容量の増加が可能という特長がある。 

48 Lagopus 総務省「ネットワーク仮想化技術の研究開発」において、日本電

信電話（株）が開発した SDN ソフトウェアスイッチ。「雷鳥」の意

味。 

46 Living Lab 開発プロセスにエンドユーザー等の多様なステークホルダーが

参画し、モノやサービスを共創していくモデル。 

1,2,39 M2M （Machine to 

Machine、マシン・ツ

ー・マシン） 

ネットワークに繋がれた機械同士が人間を介在せずに相互に

情報交換を行うシステムのこと。 

16,33,

39 

MPフェーズドアレイレ

ーダー 

降水量の定量的な観測（雨粒の正確な観測）に優れたマルチパ

ラメータレーダー（観測に用いる電磁波の振動方向が「水平」と

「垂直」の２方向のレーダー）の性能を持ったフェーズドアレイレ

ーダー。 

1,25 NFV （Network 

Functions 

Virtualization、ネット

ワーク機能仮想化） 

ネットワーク接続機器として使用されているルータやゲートウェ

イ等の機能をソフトウェア化して実装する技術。 

9,25, 

35,45 

Pbps、Tbps、Gbps 通信速度の単位。Pbpsは 1秒間に何千兆ビットのデータを送れ

るか、Tbpsは 1秒間に何兆ビットのデータを送れるか、Gbpsは

1秒間に何十億ビットのデータを送れるかを表す。 

30,40 QKD実用化技術 量子鍵配送（QKD）で生成した暗号鍵を、従来のネットワークの

暗号化に応用するまでのシステム全体を実用化する技術。 

16 ＱｏＬ （Quality of 

Life） 

物理的な豊かさやサービスの量だけでなく、精神面を含めた生

活全体の豊かさに関する概念。 

25,38 SDI （Software 

Defined 

Infrastructure） 

ネットワークのみならず、クラウドを含むインフラ全体を仮想化し

て、ソフトウェアにより柔軟に制御するもの。 

1,25 SDN （Software 

Defined Networking、

ネットワーク仮想化） 

ネットワークの物理的な構成に依存することなく、ソフトウェアに

よりネットワークを柔軟かつ効率的に制御するもの。 

13,14,

45,47 

Wi-SUN （Wireless 

Smart Utility 

Network） 

スマートメータ等向けの無線通信規格。NICTが主導的に研究

開発や標準化活動等を推進し、IEEE802.15.4g/e として国際標

準化。国内の全電力管内のスマートメータに採用。今後、農業

やインフラ管理等の様々な分野における普及が期待。 

45 アイデアソン アイデア(Idea)とマラソン(Marathon) を組み合わせた造語。一

定期間集中的に共同作業によるサービスの考案等を行い、ア

イデアを競うもの。 

17,19 アクチュエーション 様々な IoTデバイスを連携させ、実世界での人々の行動やコミ

ュニケーションを能動的に支援する技術。 

1 圧縮符号化 文字、音声、映像等の情報を一定の規則に基づいてデータに

変換する際、元のデータの実質的な性質を保ったまま、データ

量を減らして変換すること。 

14,23 アルゴリズム コンピュータ等で処理（計算）を行うときの計算方法や手順のこ

と。 
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25,35 宇宙・海洋ブロードバ

ンド衛星通信システ

ム 

静止衛星を介して、船舶や航空機等へ高速通信環境を提供す

るシステム。現行では Ku帯（12-18GHz）等を利用して１Mbps程

度のサービスが提供されているところ、本システムでは Ka帯

（26-40GHz）で 100Mbps級を目指すとともに、災害等の非常通

信時に柔軟に対応できるよう、需要に応じてビーム数や周波数

を可変できる機能を有する。 

24,25,

35 

エッジコンピューティ

ング 

データを遠隔にあるクラウドで集中的に処理するのではなく、ユ

ーザーにより近いネットワークの端（エッジ）にサーバを設置し、

データを分散的に処理することにより、通信遅延及びネットワー

ク負荷を低減するデータ処理方式。 

33,42 エネルギーハーベス

ティング 

空間を伝搬する電磁波を集めて電気エネルギーに変換したり、

光発電や振動発電等の技術を活用して、機器の内部でエネル

ギーを生成して活用する技術。これにより、電池や商用電源等

のバッテリーがなくても機器を駆動させることができる。 

34 鉛直プロファイル 地球圏大気中における高度方向の汚染物質や水蒸気などの物

質の変化。 

9 オープン・ソース・ソフ

トウェア 

（Open-source 

software、OSS） 

ソースコードが無償で公開され、改良や再配布を行うことが許

可されているソフトウェア。 

24 オール光スイッチング

技術 

光ファイバネットワークの中継点において、光信号の経路切替

えを光のまま行う技術。（従来は、光→電気→光の信号変換が

伴う。） 

28,38 感性データマイニン

グ 

感性情報に関連する生体情報や発話等の大量のセンサーデー

タから、感性情報に関する知識（規則性、パターン）を抽出する

技術。ユーザーが心に感じ取る動き等の推定に利用する。 

1 協調無線 LAN 複数の無線 LAN親機をネットワーク経由で連携させる技術。周

辺の無線使用状況等に応じて最適な無線資源配分を行うこと

により、無線LANが近接に多数存在する場合でも安定した通信

を可能とする等、高効率な通信を実現する。 

24,35 空間スーパーモード

伝送技術 

光ファイバ中で、伝わり方（コア断面内での光分布）の異なる光

信号を極限まで多重化し伝送する技術。 

23 雲プロファイリングレ

ーダー （Cloud 

Profiling Radar、

CPR） 

大型パラボラアンテナを用いて高度約 400kmの衛星軌道上か

ら地球に向けて周波数 94GHz（波長約 3mm）の電波を照射し、

雲粒によって反射された電波を受信することにより、雲の鉛直

構造を観測することができる世界最高感度の衛星搭載レーダ

ー。 

50 クロスアポイントメント

制 

研究者等が大学、公的研究機関、企業の中で、二つ以上の機

関に雇用されつつ、一定のエフォート管理の下で、それぞれの

機関における役割に応じて研究・開発及び教育に従事すること

を可能にする制度。「『日本再興戦略』改訂２０１４」（平成２６年

６月２４日閣議決定）や「科学技術イノベーション総合戦略２０１

４」（平成２６年６月２４日閣議決定）等においても、クロスアポイ

ントメント制度の積極的な導入・活用の必要性がうたわれてい

る。 

30,31 高次脳型情報処理技

術 

脳内活動の仕組みを取り入れることで、認知、記憶や感情（情

動）等の状態を捉えることを可能とする情報処理技術。 
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41 高精度局発光モジュ

ール 

被観測対象から発せられる微弱な光や電波の信号を高感度に

検出する際に用いる基準となる信号源であり、計測機器側が持

つもののこと。その中で、周波数精度の高いものを指す。 

36 広帯域 RFセンシング

信号 

高精度センサーデバイス等から出力され、広帯域にわたって存

在する大容量信号のこと。（例えば高解像度レーダーデバイス

からの高画質情報など。） 

14 高分解能観測技術 分解能とは、計測器あるいは計測・観測システムの性能を示す

数値の一つで、その計器によって識別しうる対象の極小値であ

り、NICTは世界最高の精度（30cm）を有する航空機搭載合成

開口レーダー（Pi-SAR2）を開発。 

35 再構成可能スイッチ

ポートネットワーク技

術 

さまざまな通信方式要求に応じて、動的に光スイッチや光送受

信機の設定や電子回路の変更をし、ノードの機能を再構成する

ことにより、所望の機能・性能を提供する光ネットワーク 

技術。 

42 サブマイクロ秒同期 １マイクロ秒以下レベルでの精度で時刻の同期をとること。 

42 酸化ガリウムデバイ

ス基盤技術 

トランジスタ、ダイオードといった酸化ガリウムを材料とする半導

体デバイスを作製するために必要となる要素技術。将来的な産

業化に向けて、まずはその礎となる基盤技術を、結晶成長、デ

バイスプロセス技術から、回路・モジュール設計・作製技術まで

包括的に網羅・開発する必要がある。 

30 シード鍵 暗号化に用いる暗号鍵（暗号化の種（シード）となる）。 

31,34 磁気圏 電離層の上から地球大気の限界までの，地表からおよそ 10万 

kmの範囲の領域。 

16 視聴覚アクティブ支

援技術 

人の感覚・行動を支援するために、環境や状況に合わせて、視

覚・聴覚に関わる機能を支援することで、生活空間において柔

軟に支援する技術。 

例えば、聴覚を支援する補聴器において、周りの環境が騒々し

い場所では、人の声など聞き分けたいと思っている特定の帯域

のみの聴覚機能を高める技術。 

16 集合知 膨大な知識を分析したり体系化したりして、活用できる形にまと

めたもの。  

29 省力セキュリティオペ

レーション技術 

組織のセキュリティ管理を一部自動化することで運用に係る人

的コストを抑えるための技術。 

29 自律的観測技術 センサーによりサイバー攻撃関連情報を自動的に観測、収集

する技術。 

24 自律モビリティシステ

ム 

収集・蓄積される膨大なビッグデータ等を用いて、高度なＡＩを用

いた近傍の各所のリアルタイム解析により走行制御を自ら行う

移動機器（車、車いすなど）。 

25 新世代ネットワーク技

術 

インターネットの次の世代を目指した、新しい設計思想によるネ

ットワーク技術。 

9,24,3

5 

スイッチ （ネットワー

ク仮想化） 

通信パケットの行先（経路）を制御する通信機器。従来機器で

は MACアドレスや IPアドレスを用いて制御さていたが、仮想ネ

ットワークにおいては仮想 ID（フロー等）を用いて制御を行う。 

41 スペクトラム 電磁波の信号波形を周波数成分で分解したときの各周波数の

強度の分布。 



105 

 

42 スマートグリッド 発電設備から末端の機器までを通信網で接続、電力流と情報

流を統合的に管理することにより自動的な電力需給調整を可

能とし、電力の需給バランスを最適化する仕組み。 

28,32 スマートネットワーク

ロボット 

ネットワークに接続され、人工知能を用いて新たな付加価値を

生み出すことのできるロボット。 

42 生体 EMC技術 無線通信や放送等で用いられている電波を人体に対して安全

な条件で適切に利用するための技術。 

40,41 生体材料 生物システムを形づくる素材である細胞および生体分子（タン

パク質、核酸など）。 

23,33 全球降水観測計画

（Global Precipitation 

Measurement、GPM）

衛星 

日本及び米国が中心として、欧州、フランス、インド、中国なども

含めた国際的な協力体制で進められているプロジェクト。日本

は、本計画の主衛星に搭載する二周波降水レーダーの開発・

運用を担当している。 

1,23 センサーNW （センサ

ーネットワーク） 

部屋、工場、道路など至る所に埋め込まれたセンサーが周囲の

環境を検知し、当該情報がユーザーや制御機器にフィードバッ

クされるネットワーク。 

16 対訳コーパス コンピュータ上で翻訳を実現するために、文章を名詞や動詞と

いった言語的な情報と共に構造化したデータベース（コーパス）

にし、それを別の言語のコーパスと同じ意味となるように結びつ

けたもの。 

34 太陽風 太陽から放出される物質(電子)。地球に到来して、地磁気(地球

の磁場)に影響を与える。 

11,14,

27 

多言語音声翻訳シス

テム 

以下の３つの技術の組み合わせにより、音声翻訳を実現するシ

ステムのこと。 

「音声認識」…人が話した言葉（音声）を文字に変換する 

「機械翻訳」…文字を別の言語（例：日本語から英語や中国語）

に翻訳する 

「音声合成」…翻訳された文字から人が話すような自然な音声

に変換する 

NICTの「Voice Tra」、「Google翻訳」、Microsoft社の「Bing翻

訳」等がある。 

36 端末ディスカバリー技

術 

超低消費電力での端末の運用を可能とするため、端末がごく微

弱な電力であってもその所在を効率的に検知する技術。 

25 地上―衛星間光デー

タ伝送 

地上局及び衛星間の通信回線に光を使用すること。 

40 超伝導単一光子検出

器 （Superconducting 

Nanowire Single 

Photon Detector、

SSPD） 

光子のエネルギー吸収により超伝導（ゼロ抵抗）状態が抵抗状

態に転移することを利用した光子検出器。通常、超伝導ナノ細

線（厚さ 10ナノメートル、幅 100ナノメートル程度）が用いられ

る。通信波長帯で 90%を超える光子検出感度が実証されてお

り、量子情報通信を始めとする様々な分野への応用が期待さ

れている。 

36 低SHF／高SHF帯超

多素子アンテナ技術 

低 SHF帯（3GHz～6GHz）及び高 SHF帯（6GHz～30GHz）にお

いて、超多数の素子を有するアンテナを用いて超高速伝送を実

現する技術。 
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25 低軌道衛星 高度が 700～2,000km と低い軌道を回る通信衛星。非静止衛星

のため、電波の届かないエリアがほとんどなく、低軌道のため

通話の遅延が少ない特性がある。 

28 データ指向型ロボティ

クス技術 

サイバー空間に集約された多種多様なデータ（ビッグデータ）を

使って実世界に対する高度な知識を獲得し、実世界のモノやコ

トを理解しながらロボット等を制御する技術。 

24,30,

32,42,

43,44,

45 

テストベッド 研究開発成果を実装し、ユーザーにも使いやすい形でオープン

に開放する試験環境のこと。 

33 テラヘルツ帯高感度

ヘテロダイン受信機 

高周波数テラヘルツ帯（300－3THz帯）においてヘテロテイン受

信（高感度な冷却型超伝導受信機を用いて二つの信号のビー

ト（うなり）を取る受信法）を行うリモートセンシング観測器をい

う。 

42 電波ばく露評価技術 携帯電話等からの電波が人体のどこにどれだけ吸収されるか

を計算や実験で評価する技術。生体 EMC技術を確立するため

に、不可欠な技術。 

34 電離圏 大気上層のうち，大気の分子，原子が電離して生じた電子とイ

オンが多量に存在する領域。 

36 同期型分散ネットワ

ーク 

中央制御ではなく分散制御によってネットワーク内端末の時刻

同期を確立することで、ネットワーク内端末間通信を行うネット

ワーク。 

12,20,

31,36 

（統合 ICT基盤） アク

セス系 

通信事業者と加入者、個々の機器・端末を結ぶ回線で、一般ユ

ーザーに近い、小容量・高頻度な通信が行われるネットワーク。 

19,20,

31 

（統合 ICT基盤） コア

系 

国家間、都市間のような大容量データが流通する大規模な通

信ネットワーク。 

34 ドップラー風ライダー レーザー光を発射して、大気中のエアロゾル（塵、微粒子）から

の反射光を受信し、その移動速度を風速として計測する手法。

レーザー光の往復時間から計測領域までの距離を計測するた

め、従来の風速計では不可能であった上空の風速分布の計測

を遠隔でおこなうことが可能。 

29 トラヒック分析技術 組織ネットワークの通信の特徴を分析してサイバー攻撃を検知

する技術。 

40 ナノコンポジット材料・

素子 

異種材料をナノスケールで複合した材料や素子。光学特性や

電子特性、力学特性、化学特性などが異なる異種材料を、原子

や分子レベルで複合化することで、界面における光散乱や電荷

移動、表面化学反応、熱膨張などの諸特性を人工的に制御す

る。 

1 ナノフォトニクス 光の波長以下でナノの寸法の光デバイスを実現したり、微細な

光加工を行う技術。 

42 ナノ光構造デバイス

技術 

光の波長（数百ナノメートルオーダー）以下の微細構造を駆使し

た光の人工的な操作技術。光分散関係を人為的に操作するこ

とができるため、光をナノ微小領域に閉じ込めたり、逆に、取り

出したりするなど、光と物質間の相互作用を人工的に操作する

ことが可能となる。 
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23 二周波降水レーダー 熱帯降雨観測衛星（Tropical Rainfall Measuring Mission： 

TRMM）に搭載された降雨レーダーの後継である 13.6GHz（Ku

帯）のレーダーに、より高感度な観測を実現するための

35.55GHz（Ka帯）のレーダーを追加した、双方の周波数により

降水を観測するレーダー。 

35 ネットワークアーキテ

クチャ 

ネットワーク上の通信に必要な機能を階層（レイヤ）構造化した

もの。又は通信プロトコルを複数組み合わせたもの。 

9,28 ネットワークロボット ネットワークに接続され、環境センサ―や人と協調・連携するこ

とができる ロボット。 

16 脳情報計測 EEG（脳波計）、NIRS（近赤外線光を用いた脳計測システム）、

MRI（磁気共鳴画像）などの装置を用いた脳の活動状況に関す

るデータの計測。 

16 脳情報データベース 脳情報計測によって得られたデータによるデータベース。 

30 ノード処理 ネットワーク上の中継点（ノード）で行われる、情報の経路選択

や異なるネットワーク同士の接続や、光信号・電気信号の変換

等の処理のこと。 

42 バイオミメティックセン

サー 

生物が持つ高度で低消費電力なセンシング機構や情報処理機

構、構造を模倣して作製、構築することで、既存技術では実現

が困難である優れた特性を発揮するセンサーデバイス。生物機

能、材料そのものを部材として使う方法や、生物機構を他の材

料を用いて人工的に構築し機能化する方法がある。 

45 ハッカソン ハッカソン：ハック（hack）とマラソン（marathon）を組み合わせた

造語。一定期間集中的に共同作業によるサービスの考案等を

行い、アイデアを競うもの。 

25,36 バックホール 末端のアクセス回線と中心部の基幹通信網（バックボーン回

線）を繋ぐ中継回線やネットワーク。 

33 パッシブデバイス 一般に、電力の供給が不要な受動回路やアンテナを示すが、

P33で言うパッシブデバイスは、外部から電波等を受信した際

に、磁界や電界のエネルギー等を活用して自らの通信を行う機

器。常時自ら通信を行う機器（アクティブデバイス）に比べて消

費電力を低減することができる。センサーや電子タグ等に利用

されている。 

33 パッシブレーダー 自ら電波を発射せず、他の目的で使われている電波を受信して

情報を得るレーダー。たとえば既存の降雨レーダーの送信電波

を受信するだけの専用局を少し離れた場所に置いて 2次元風

速を得るなどの場合も、広い意味でパッシブレーダーと考えるこ

とができる。 

34 パルスレーザー 細かい時間間隔で点滅をくり返すレーザーのこと。パルスレー

ザーの 1回のレーザー照射時間は、パルス幅と呼ばれる。 

25 光データ中継衛星 衛星間通信回線に光通信を使用する衛星。通信の大幅な高速

化と小型化が可能となる。地表データを早期に把握できるな

ど、災害対策等に応用。 

30,40 光量子制御技術 光の量子的な性質を制御する技術。 

30 光レイヤ ネットワークにおいて従来の光通信技術で情報をやりとりする

部分。 

25 フィーダリンク回線 基地局と衛星間の双方を結ぶ回線。  
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23,29 フェーズドアレイレー

ダー・ライダー融合観

測技術 

フェーズドアレイ気象レーダーと風速分布を観測できるドップラ

ーライダー（レーザー光を発射して、大気中の塵や微粒子から

の反射光を受信し、その移動速度や方向を風速・風向として計

測する装置）を融合させた観測技術。竜巻や豪雨といった突発

的・局所的気象現象の早期検知を可能とする。 

9,16,2

3, 

29,39 

フェーズドアレイレー

ダー 

平面上に多数の小型アンテナを配置し、ビームの放射方向を素

早く変化させる気象レーダー。これまでの５分程度の観測時間

から、10～30秒程度の高速で三次元観測を実現し、ゲリラ豪雨

や竜巻等の早期発見が可能となる。NICTが世界ではじめて開

発したもの。 

24,31,

35 

フォトニックネットワー

ク 

全ての信号処理を光のまま行うネットワーク。 

28,29 複合型サイバー攻撃

の分析・可視化技術 

センサー情報や SNSの情報等の複数の情報を統合してサイバ

ー攻撃を分析し、可視化する技術。 

30 物理レイヤ ネットワークの中で、電気信号や光信号などの物理的な信号を

扱う部分。 

33 フレキシブルゲートウ

ェイ技術 

周波数や無線方式が異なる無線端末との通信を、広帯域受信

回路やソフト無線技術等を利用して単一の無線装置で通信を

行う機器。無線方式が多様化・世代交代してもソフトウェアの更

新等で継続して利用できる。 

25 プログラマブルネット

ワーク 

ネットワークの制御機能を、プログラム（ソフトウェア）により展

開・運用後も自由に変更できるネットワーク。 

9 プロジェクションマッピ

ング 

映写したい映像をプロジェクタ等の投影機器を用い、物体や建

物、あるいは空間に対して映し出す技術。 

36 分散アンテナ技術 同一周波数を使用する超多数の送信アンテナを超高密度に配

置する際に、高度な協調無線リソース制御により干渉低減を実

現する技術。 

38 ホログラム技術 3次元空間情報を記録したデータ、媒体及びその製造等に関す

る技術。 

29 マルウェア コンピュータウィルス等の悪意のあるソフトウェア（Malicious 

Software）の総称。 

9,24,3

5 

マルチコア 1本の中に複数の光の通り道（コア）をもつ光ファイバ。 

24 マルチコアネットワー

ク技術 

マルチコアファイバを利用したネットワーク技術。 

9 マルチコアファイバ伝

送技術 

1本の光ファイバ内の複数の光の通り道（コア）を利用して、光

信号の伝送容量を飛躍的に高める技術。 

9 マルチドメイン 複数のネットワークが異なる通信事業者や通信技術、管理方法

などによって構成されていること。 

9 マルチネットワーク マルチレイヤ・マルチドメインからなるネットワーク。 

28 マルチモーダル制御 複数の機能（モード）を持つ（マルチモーダルな）センサーやアク

チュエータを制御する技術。具体的には、ウェアラブルデバイス

や対話ロボットなど、IoTに繋がれた異なる種類のデバイスを最

適に組み合わせ、ヘルスケアやナビゲーションなど実世界での

生活や行動を網羅的かつ効果的に支援する技術。 

24,35 マルチモード 光ファイバ中に、伝わり方（コア断面内での光分布）の異なる光

信号が複数存在すること。 
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9 マルチレイヤ 階層的に構成される通信プロトコル（手順、レイヤ）の総称。 

リンク（光、無線等の単一区間）、パス（IP等の複数リンクを連結

した経路）、セッション（パス上で多重化されるアプリケーション

毎通信）により階層的に構成され通信が行われる。 

16 メタデータ コンピュータのファイルなどについて、そのデータの作成者、作

成日時、属性を記録したもの。 

39 メトロコア LANより広域な都市レベルのエリアを対象としたネットワークで

あるメトロ（地域内）網とメトロ同士を結ぶコア（地域間）網で構

成される通信回線網。 

40 有機／無機ハイブリ

ッド基盤技術 

有機材料の高効率な光応答特性と無機材料による精密な光学

構造との補完的融合（ハイブリッド）による高機能デバイス作製

基盤技術。界面や積層、ナノ構造などを原子分子レベルにて高

精度に制御することにより、それぞれの材料の機能を最大限に

発揮させる。 

25 ユーザーセントリック

ネットワーク 

従来のネットワークは通信事業者が提供するサービスをユーザ

ーが利用するのに対し、ユーザーがネットワークサービスを自ら

構築できるようなネットワーク。 

30 量子暗号技術 量子鍵配送で暗号鍵を共有し、その暗号鍵を使って情報を暗

号化・復号化する技術。 

30 量子インターフェース

技術 

量子的な情報を光や固体物質の間で自在にやり取りするため

の技術。 

30 量子鍵 1個1個の光の粒、光子の量子的な性質を使って送受信者間で

暗号鍵を共有する手法。本技術により、傍聴・盗聴者の存在を

必ず探知でき、情報理論的安全性（いかなる計算機を用いても

解読できない）を持つ暗号鍵が共有可能。 

30 量子通信技術 光の量子的な性質を最大限に活用し、情報理論的に安全な通

信（量子暗号）や、微弱な光信号から最大限の情報を取り出す

大容量通信等を実現する通信技術。 

30 量子レイヤ ネットワークの中で、量子鍵配送など、量子的な光信号を伝送

する部分。 

2 ロバストなネットワー

ク環境 

外からの影響によらず一定の性能を維持する強じんなネットワ

ーク環境。 

33 ワイヤレスメッシュネ

ットワーク 

無線を用いたアクセス・ポイントを網の目状に結び、それらの間

で自律的に伝送路を構築する通信回路網。 

 


